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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第91期 

第２四半期連結 
累計期間 

第92期 
第２四半期連結 

累計期間 
第91期 

会計期間 
自2016年４月１日 
至2016年９月30日 

自2017年４月１日 
至2017年９月30日 

自2016年４月１日 
至2017年３月31日 

売上収益 
（百万円） 

41,195 40,690 87,638 

（第２四半期連結会計期間） (20,911) (21,265)  

税引前四半期利益又は税引前利益 （百万円） 56 478 3,628 

親会社の所有者に帰属する 

四半期（当期）利益（△は損失） （百万円） 
△97 193 2,698 

（第２四半期連結会計期間） (△103) (415)  

親会社の所有者に帰属する 

四半期（当期）包括利益（△は損失） 
（百万円） △3,225 1,196 3,237 

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 70,951 76,583 76,398 

資産合計 （百万円） 120,097 121,036 125,054 

基本的１株当たり四半期（当期）利益 

（△は損失） （円） 
△0.71 1.41 19.65 

（第２四半期連結会計期間） (△0.75) (3.03)  

希薄化後１株当たり四半期（当期）利益 

（△は損失） 
（円） △0.71 1.41 19.65 

親会社所有者帰属持分比率 （％） 59.1 63.3 61.1 

営業活動によるキャッシュ・フロー （百万円） 6,665 5,976 9,246 

投資活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △2,338 △1,498 △3,665 

財務活動によるキャッシュ・フロー （百万円） △1,678 △7,060 △2,758 

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 （百万円） 38,008 37,525 39,682 

（注1）当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

（注2）単位未満の数値は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注3）売上収益には、消費税等は含まれておりません。

（注4）上記指標は、国際会計基準（IFRS）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連結財務諸表に基づいており

ます。

 

２【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社42社、関連会社1社により構成されており、計測及び

PQA（プロダクツ・クオリティ・アシュアランス）の開発、製造、販売を主たる事業とし、これらに附帯する保守、

サービス等を行っているほか、不動産賃貸業を営んでおります。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業内容の変更と主要な関係会社の異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における世界経済は、先進国を中心に景気は緩やかな拡大が継続し、国内においても

企業収益及び雇用情勢の改善が続くなど、回復基調で推移したものの、英国のEU離脱交渉の不確実性や東アジア情

勢などの緊迫化等、グローバルなリスクに対する懸念も継続しています。 

情報通信ネットワークの分野においては、VR（仮想現実）を活用したスマートフォンのアプリケーションに代表

されるとおり、様々なモバイル・ブロードバンド・サービスが拡がっています。急速に増加するデータ通信量をは

じめ、逼迫するネットワーク環境の課題を解決するために、モバイル通信方式として、LTE（Long Term 

Evolution）及びLTEを更に拡張したLTE-Advancedの開発とサービス展開が実施されてきました。しかしながらスマ

ートフォンの普及速度の鈍化は、全体としてスマートフォン関連市場の縮減を生み、顧客の投資計画の見直しやリ

ストラに繋がり、全般的に投資抑制が継続しています。 

一方で、幅広いモバイル・ブロードバンド・サービスのインフラとなることが期待される次世代の通信方式

（5G）の標準化を目前に控え、国内・海外の主要オペレータが実証実験を開始するなど、5G商用化に向けた動きが

具体化しつつあります。更には、自動車業界の自動運転開発プロジェクトに代表されるとおり、様々な産業分野で

IoT（Internet of Things）を活用した新たな社会イノベーションの具体的な投資も拡大する動きとなっていま

す。 

このような環境のもと、当社グループは、成長市場や新たな事業機会を軸に戦略投資を行い、ソリューションの

競争力強化と事業基盤の整備に取り組みました。 

当第２四半期連結累計期間は、計測事業において、スマートフォン開発・製造関連市場における主要プレーヤー

の投資抑制の継続及び北米市場における基地局建設需要の減少等の結果、前年同期比減収減益となりました。ま

た、PQA（プロダクツ・クオリティ・アシュアランス）事業は、国内・海外市場ともに売上を拡大させ、前年同期

比増収増益となりました。 

この結果、受注高は427億1百万円（前年同期比2.5％増）、売上収益は406億90百万円（同1.2％減）、営業利益

は5億73百万円（同34.1％減）、税引前四半期利益は4億78百万円（同752.2％増）、四半期利益は1億99百万円（前

年同期は78百万円の損失）、親会社の所有者に帰属する四半期利益は1億93百万円（前年同期は97百万円の損失）

となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 計測事業

当事業は、通信事業者、関連機器メーカー、保守工事業者などへ納入する、多機種にわたる通信用及び汎用計測

器、測定システム、サービス・アシュアランスの開発、製造、販売を行っています。 

当第２四半期連結累計期間は、光デジタル関連計測器の需要は堅調であったものの、モバイル市場においては、

LTEと5Gの端境期であり、顧客の投資抑制が継続しました。また、北米キャリアによる基地局関連投資も縮小し、

全体として前年同期を下回る売上収益となりました。この状況に対処するため組織のスリム化策にも取り組み、海

外子会社においてリストラ費用を計上しました。この結果、売上収益は263億79百万円（前年同期比7.3％減）、営

業損益は5億51百万円の損失（前年同期は4億69百万円の利益）、調整後営業損益は3億37百万円の損失（前年同期

は5億96百万円の利益）となりました。 

(注)調整後営業損益とは、営業損益から一過性の性格を持つ損益項目を排除した恒常的な事業の業績を測る当社

独自の利益指標です。 
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（非監査情報）営業損益から調整後営業損益への調整表 

（単位：百万円） 

  前第２四半期 当第２四半期 前年同期比 

営業損益 469 △551 △1,021 － 

(調整項目)        

事業構造改善費用 － 214 214  

M&A関連費用 127 － △127  

調整後営業損益 596 △337 △934 － 

 

② PQA事業 

当事業は、高精度かつ高速の各種自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出機などの食品・医薬品・化粧品産

業向けの生産管理・品質保証システム等の開発、製造、販売を行っています。 

当第２四半期連結累計期間は、国内・海外市場ともに主要顧客である食品メーカーの投資意欲が旺盛で、X線検

査機の需要が堅調に伸びました。この結果、売上収益は107億8百万円（前年同期比15.9％増）、営業利益は9億11

百万円（同75.6％増）となりました。 

③ その他の事業 

その他の事業は、情報通信事業、デバイス事業、物流、厚生サービス、不動産賃貸等からなっております。 

当第２四半期連結累計期間は、デバイス事業及び情報通信事業の損益が、前年同期と比較して改善しました。こ

の結果、売上収益は36億2百万円（前年同期比3.2％増）、営業利益は2億93百万円（前年同期は44百万円の損失）

となりました。 

 

(2) 資産、負債及び資本の状況 

当第２四半期連結会計期間末における資産、負債及び資本の状況は次のとおりです。

① 資産

資産合計は、1,210億36百万円となり、前期末に比べ40億17百万円減少しました。主に営業債権及びその他の債

権並びに現金及び現金同等物が減少した一方、棚卸資産が増加しました。 

② 負債 

負債合計は、443億61百万円となり、前期末に比べ42億7百万円減少しました。主に社債の償還により社債及び借

入金が減少した一方、その他の流動負債が増加しました。 

③ 資本 

資本合計は、766億75百万円となり、前期末に比べ1億89百万円増加しました。これは、主にその他の資本の構

成要素が増加した一方、配当金の支払いにより利益剰余金が減少したことによるものです。 

この結果、親会社所有者帰属持分比率は63.3％（前期末は61.1％）となりました。 

なお、有利子負債残高（リース債務を除く）は160億37百万円（前期末は220億26百万円）となり、デット・エク

イティ・レシオは0.21（前期末は0.29）となりました。 

 

（注）親会社所有者帰属持分比率：親会社所有者帰属持分／資産合計 

デット・エクイティ・レシオ：有利子負債／親会社所有者帰属持分 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の期末残高は、375億25百万

円となり、期首に比べ21億56百万円減少しました。なお、営業活動によるキャッシュ・フローと投資活動によるキ

ャッシュ・フローを合わせたフリー・キャッシュ・フローは、44億77百万円のプラス（前年同期は43億26百万円の

プラス）となりました。 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果獲得した資金は、純額で59億76百万円（前年同期は66億65百万円の獲得）となりました。これ

は、営業債権及びその他の債権の減少並びに減価償却費及び償却費の計上により資金が増加したことが主な要因で

す。なお、減価償却費及び償却費は21億20百万円（前年同期比69百万円増）となりました。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は、純額で14億98百万円（前年同期は23億38百万円の使用）となりました。これ

は、有形固定資産の取得による支出が主な要因です。 

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は、純額で70億60百万円（前年同期は16億78百万円の使用）となりました。これ

は、普通社債60億円の償還及び配当金の支払額10億29百万円（前年同期の配当金支払額は16億47百万円）が主な要

因です。 

 

(4) 経営方針・経営戦略等 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等（会

社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりです。 

① 基本方針の内容 

当社は、公開企業として当社株式の自由な売買を認める以上、特定の者の大規模な買付行為に応じて当社株式の

売却を行うか否か、ひいては会社を支配する者の在り方は、最終的には株主の皆様の意思に基づき決定すべきもの

と考えます。一方で、当社は、企業価値の源泉となり株主共同の利益を構築している経営資源の蓄積を最大限に活

かし、当社グループのブランド価値を高めていくためには、中長期的観点からの安定的な経営及び蓄積された経営

資源に関する十分な理解が不可欠であると考えています。したがって、当社の財務及び事業の方針の決定を支配す

る者に、これらに関する十分な理解なくしては、当社の企業価値及び株主共同の利益が毀損されるおそれがあると

考えています。

そのため、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として不適切な者による大規模買付行為に対しては、

株主の皆様のご判断に資するよう、大規模買付者への情報提供要求など積極的な情報収集と適切な情報開示に努め

るとともに、当社の企業価値及び株主共同の利益の確保・向上を図るため、必要に応じ、法令及び定款によって許

容される限度において、適切な措置を講ずるものとします。

② 基本方針の実現のための取組みの概要 

当社は、株主の皆様の負託に応えるためには、利益ある持続的な成長により企業価値を向上させることが最重要

課題と認識しており、より長期的な視点で企業価値の向上に取り組むために、10年スパンの時間軸で取り組む

「2020 VISION」及びそのマイルストーンとなる中期経営計画を策定し、その実現に向けてグループを挙げて取り

組んでおります。また、当社は、コーポレート・ガバナンスの強化のため、執行役員制度の導入や複数の独立性の

ある社外取締役の選任による経営監督機能の強化、報酬委員会・指名委員会の設置による経営の透明性の確保に努

めております。さらに、当社は、これらの取組みを進化させることを目的として、「監査等委員会設置会社」に移

行するなど、コーポレート・ガバナンスの一層の強化に努めております。 

このような企業価値向上を核とした経営を進めることは、当社の企業価値及び株主共同の利益を著しく損なう大

規模買付者が現れる危険性を低減する方向に導くものとして、前記①の基本方針に沿うものと考えます。また、当

社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。 

 

(6) 研究開発活動 

当社グループでは開発投資の一部について資産化を行い、無形資産に計上しております。無形資産に計上された

開発費を含む当第２四半期連結累計期間の研究開発投資の金額は、53億43百万円であります。 

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 400,000,000

計 400,000,000

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2017年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2017年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 138,116,294 138,116,294
東京証券取引所

市場第一部
単元株式数 100株

計 138,116,294 138,116,294 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、2017年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数
（千株）

発行済株式 
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2017年７月１日～ 

2017年９月30日
1 138,116 0 19,053 0 28,003

（注）新株予約権の行使による増加であります。
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(6) 【大株主の状況】

    2017年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,218 8.85 

BBH FOR MATTHEWS ASIA DIVIDEND 

FUND（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行決済事業部） 

4 EMBARCADERO CTR STE 550 SAN 

FRANCISCO CALIFORNIA ZIP CODE: 94111

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１

号） 

9,384 6.79 

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社（信託口） 
東京都港区浜松町二丁目11番３号 8,241 5.97 

NOMURA BANK (LUXEMBOURG) S.A. 

S/A NOMURA MULTI CURRENCY JAPAN 

STOCK LEADERS FUND（常任代理人 

株式会社三井住友銀行） 

BATIMENT A - 33 RUE DE GASPERICH, L-

5826 HESPERANGE, LUXEMBOURG（東京都千

代田区丸の内一丁目３番２号） 

2,960 2.14 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口５） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,752 1.99 

TAIYO HANEI FUND, L.P.（常任代理

人 株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行決

済事業部） 

5300 CARILLON POINT KIRKLAND, WA 

98033, USA（東京都千代田区丸の内二丁

目７番１号） 

2,611 1.89 

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（信託口９） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号 2,329 1.69 

住友生命保険相互会社 東京都中央区築地七丁目18番24号 2,314 1.68 

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE 

HCR00（常任代理人 香港上海銀行

東京支店カストディ業務部） 

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON 

E14 5NT, UK（東京都中央区日本橋三丁目

11番１号） 

2,032 1.47 

STATE STREET LONDON CARE OF 

STATE STREET BANK AND TRUST, 

BOSTON SSBTC A/C UK LONDON 

BRANCH CLIENTS- UNITED KINGDOM

（常任代理人 香港上海銀行東京支

店カストディ業務部） 

ONE LINCOLN STREET, BOSTON MA USA 

02111（東京都中央区日本橋三丁目11番１

号） 

2,012 1.46 

計 － 46,856 33.93 

（注1）大株主の状況については、信託財産等を合算（名寄せ）することなく、当事業年度第２四半期末現在の株主名簿

の記載どおりに表示しております。 

（注2）上記の株主の所有株式数には、信託業務に係る株式数が含まれている場合があります。なお、上記のほか、日本

トラスティ・サービス信託銀行株式会社における信託業務に係る株式数8,471千株があり、このうち次に掲げるも

のは、各社がそれぞれ保有する当社株式を退職給付信託に拠出したものであります。 

氏名又は名称 拠出会社名 株式数（千株） 

三井住友信託退給口 三井住友信託銀行株式会社 2,000 

三井住友信託銀行再信託分・NECプラットフォームズ

株式会社退職給付信託口 
NECプラットフォームズ株式会社 427 
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（注3）公衆の縦覧に供されている大量保有報告書又は大量保有報告書の変更報告書において、次の法人及び共同保有者

である法人がそれぞれ次のとおり株式を所有している旨が記載されているものの、当社として当事業年度第２四

半期末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

氏名又は名称 住所 報告義務発生日 
保有株券等 

の数 
（千株） 

株券等 
保有割合 
（％） 

エフエムアール エルエル

シー 

アメリカ合衆国 02210 マサチュー

セッツ州ボストン、サマー・ストリー

ト245 

2017年７月14日 6,006 4.35 

マフューズ・インターナシ

ョナル・ファンズ 

アメリカ合衆国カリフォルニア州サン

フランシスコ、エンバーカデロ・セン

ター４、スイート550 

2017年７月31日 8,733 6.32 

マフューズ・インターナシ

ョナル・キャピタル・マネ

ージメント・エルエルシー 

アメリカ合衆国カリフォルニア州サン

フランシスコ、エンバーカデロ・セン

ター４、スイート550 

2017年７月31日 10,061 7.28 

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番１号 2017年７月31日 13,357 9.67 

 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

  2017年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 - - -

議決権制限株式（自己株式等） - - -

議決権制限株式（その他） - - -

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       648,000 - -

完全議決権株式（その他） 普通株式   137,425,100 1,374,251 -

単元未満株式 普通株式        43,194 - -

発行済株式総数            138,116,294 - -

総株主の議決権 - 1,374,251 -

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式1,000株、役員向け株式交付信託に係る信

託口が所有する株式131,900株が含まれております。また、「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株

式に係る議決権の数10個、同信託口が所有する完全議決権株式に係る議決権の数1,319個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  2017年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

アンリツ株式会社
神奈川県厚木市恩

名五丁目１番１号
645,300 - 645,300 0.47

株式会社市川電機
神奈川県伊勢原市

岡崎６４８８－１
2,700 - 2,700 0.00

計 － 648,000 - 648,000 0.47

（注）上記のほか、要約四半期連結財務諸表において、役員向け株式交付信託に係る信託口が所有する株式を自己株式と

して表示しております。
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２【役員の状況】

 該当事項はありません。

 

第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定

により、国際会計基準第34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年

９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【要約四半期連結財務諸表等】

(1) 【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

  注記
前連結会計年度
2017年３月31日

 
当第２四半期連結会計期間

2017年９月30日

資産        

流動資産        

現金及び現金同等物 9 39,682   37,525

営業債権及びその他の債権 9 21,561   18,785

その他の金融資産 9 1,152   1,177

棚卸資産   16,606   18,045

未収法人所得税   459   210

その他の流動資産   2,960   2,662

流動資産合計   82,421   78,406

非流動資産        

有形固定資産   26,441   25,958

のれん及び無形資産   3,721   3,953

投資不動産   1,664   1,547

営業債権及びその他の債権 9 330   316

その他の金融資産 9 2,481   2,881

繰延税金資産   7,979   7,960

その他の非流動資産   14   11

非流動資産合計   42,632   42,630

資産合計   125,054   121,036
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（単位：百万円）

 

  注記
前連結会計年度
2017年３月31日

 
当第２四半期連結会計期間

2017年９月30日 

負債及び資本        

負債        

流動負債        

営業債務及びその他の債務 9 7,060   7,813

社債及び借入金 9 7,565   4,565

その他の金融負債 9 73   88

未払法人所得税   1,608   1,635

従業員給付   5,427   4,822

引当金   273   323

その他の流動負債   6,385   7,717

流動負債合計   28,394   26,965

非流動負債        

営業債務及びその他の債務 9 465   457

社債及び借入金 9 14,460   11,472

その他の金融負債 9 142   133

従業員給付   3,188   3,504

引当金   106   106

繰延税金負債   256   257

その他の非流動負債   1,554   1,463

非流動負債合計   20,174   17,395

負債合計   48,568   44,361

資本        

資本金   19,052   19,053

資本剰余金   28,169   28,110

利益剰余金   24,394   23,608

自己株式   △1,012   △986

その他の資本の構成要素   5,794   6,797

親会社の所有者に帰属する持分合計   76,398   76,583

非支配持分   87   92

資本合計   76,485   76,675

負債及び資本合計   125,054   121,036
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(2) 【要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円） 

  注記
前第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

売上収益 5 41,195   40,690

売上原価   21,536   21,231

売上総利益   19,659   19,459

その他の収益・費用        

販売費及び一般管理費   13,429   13,614

研究開発費   5,402   5,135

その他の収益   108   145

その他の費用   65   280

営業利益 5 869   573

金融収益   278   152

金融費用   1,092   247

税引前四半期利益   56   478

法人所得税費用   135   278

四半期利益（△は損失）   △78   199

その他の包括利益：        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産
  55   275

計   55   275

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   △3,183   727

計   △3,183   727

その他の包括利益合計   △3,127   1,002

四半期包括利益   △3,206   1,202

四半期利益（△は損失）の帰属：        

親会社の所有者   △97   193

非支配持分   18   6

合計   △78   199

四半期包括利益の帰属：        

親会社の所有者   △3,225   1,196

非支配持分   18   6

合計   △3,206   1,202

1株当たり四半期利益

（親会社の所有者に帰属）
8      

基本的1株当たり四半期利益

（△は損失）（円）
  △0.71   1.41

希薄化後1株当たり四半期利益

（△は損失）（円）
  △0.71   1.41

 

- 12 -



【第２四半期連結会計期間】

（単位：百万円） 

  注記
前第２四半期連結会計期間
（自 2016年７月１日
至 2016年９月30日）

 
当第２四半期連結会計期間
（自 2017年７月１日
至 2017年９月30日）

売上収益 5 20,911   21,265

売上原価   11,467   10,928

売上総利益   9,444   10,337

その他の収益・費用        

販売費及び一般管理費   6,644   6,804

研究開発費   2,638   2,580

その他の収益   29   52

その他の費用   48   268

営業利益 5 141   736

金融収益   143   57

金融費用   236   151

税引前四半期利益   48   641

法人所得税費用   152   231

四半期利益（△は損失）   △104   410

その他の包括利益：        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で

測定される金融資産
  87   99

計   87   99

純損益に振り替えられる可能性のある項目        

在外営業活動体の換算差額   △404   444

計   △404   444

その他の包括利益合計   △317   543

四半期包括利益   △421   954

四半期利益（△は損失）の帰属：        

親会社の所有者   △103   415

非支配持分   △0   △5

合計   △104   410

四半期包括利益の帰属：        

親会社の所有者   △420   959

非支配持分   △0   △5

合計   △421   954

1株当たり四半期利益

（親会社の所有者に帰属）
8      

基本的1株当たり四半期利益

（△は損失）（円）
  △0.75   3.03

希薄化後1株当たり四半期利益

（△は損失）（円）
  △0.75   3.03
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(3) 【要約四半期連結持分変動計算書】

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日） 

（単位：百万円） 
 

  注記 資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

その他の 

資本の 

構成要素 

親会社の 

所有者に 

帰属する 

持分合計 

非支配 

持分 
資本合計 

2016年４月１日残高   19,052 28,220 23,193 △1,040 6,385 75,811 51 75,862 

四半期損失（△）   － － △97 － － △97 18 △78 

その他の包括利益   － － － － △3,127 △3,127 － △3,127 

四半期包括利益   － － △97 － △3,127 △3,225 18 △3,206 

株式報酬取引   － △62 45 28 － 12 － 12 

剰余金の配当 7 － － △1,647 － － △1,647 － △1,647

自己株式の取得   － － － △0 － △0 － △0

非支配株主への配当   － － － － － － △0 △0 

その他の資本の構成要素から

利益剰余金への振替額 
  － － 1 － △1 － － － 

所有者との取引額等合計   － △62 △1,600 28 △1 △1,635 △0 △1,635 

2016年９月30日残高   19,052 28,158 21,495 △1,012 3,256 70,951 69 71,020 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日）

（単位：百万円）
 

  注記 資本金 
資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

自己 

株式 

その他の 

資本の 

構成要素 

親会社の 

所有者に 

帰属する 

持分合計 

非支配 

持分 
資本合計 

2017年４月１日残高   19,052 28,169 24,394 △1,012 5,794 76,398 87 76,485 

四半期利益   － － 193 － － 193 6 199 

その他の包括利益   － － － － 1,002 1,002 － 1,002 

四半期包括利益   － － 193 － 1,002 1,196 6 1,202 

株式報酬取引   0 △59 50 25 － 18 － 18 

剰余金の配当 7 － － △1,029 － － △1,029 － △1,029

自己株式の取得   － － － △0 － △0 － △0

非支配株主への配当   － － － － － － △0 △0 

所有者との取引額等合計   0 △59 △978 25 － △1,011 △0 △1,012 

2017年９月30日残高   19,053 28,110 23,608 △986 6,797 76,583 92 76,675 
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(4) 【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
 

注記
 

前第２四半期連結累計期間
（自 2016年４月１日
至 2016年９月30日）

 
当第２四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年９月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前四半期利益   56   478

減価償却費及び償却費   2,051   2,120

受取利息及び受取配当金   △126   △126 

支払利息   76   75

固定資産除売却損益（△は益）   △0   5

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）   1,653   3,162

棚卸資産の増減額（△は増加）   575   △1,318 

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）   235   263 

従業員給付の増減額（△は減少）   △260   △363 

その他   2,741   1,736

小計   7,002   6,034

利息の受取額   58   80

配当金の受取額   68   45

利息の支払額   △64   △63 

法人所得税の支払額   △523   △332 

法人所得税の還付額   124   211 

営業活動によるキャッシュ・フロー   6,665   5,976

投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   △819   △903 

定期預金の払戻による収入   816   875 

有形固定資産の取得による支出   △1,231   △782 

有形固定資産の売却による収入   21   1 

その他の金融資産の取得による支出   △1   △2 

その他の金融資産の売却による収入   7   0

その他   △1,130   △687 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △2,338   △1,498 

財務活動によるキャッシュ・フロー        

社債の償還による支出 6 －   △6,000 

配当金の支払額   △1,647   △1,029 

その他   △31   △30 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △1,678   △7,060

現金及び現金同等物に係る換算差額   △2,031   425 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   616   △2,156

現金及び現金同等物の期首残高   37,391   39,682

現金及び現金同等物の四半期末残高   38,008   37,525
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(5) 【要約四半期連結財務諸表注記】

1. 報告企業

アンリツ株式会社（以下「当社」という。）は日本に所在する株式会社であります。その登記されている本社

の住所は当社のウェブサイト（https://www.anritsu.com）で開示しております。当社の要約四半期連結財務諸表

は2017年９月30日を期末日とし、当社及びその子会社（以下「当社グループ」という。）により構成されておりま

す。

当社グループの事業内容は、主として計測事業及びPQA（プロダクツ・クオリティ・アシュアランス）事業であ

ります。各事業の内容については注記「5. セグメント情報」に記載しております。

 

2. 作成の基礎

(1) 準拠する会計基準

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）第1条の2に定める要件を満たすことから、同第93条の規定により、国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して作成しております。 

 

本要約四半期連結財務諸表は、2017年11月13日に当社代表取締役社長橋本裕一及び最高財務責任者窪田顕文に

より承認されております。

 

(2) 測定の基礎

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、要約四半期連結財政状態計算書における以下の重要な項目を除

き、取得原価を基礎として作成されております。

・デリバティブ金融商品は公正価値で測定されております。

・その他の包括利益を通じて公正価値で測定される非デリバティブ金融資産は、公正価値で測定されておりま

す。

・確定給付制度にかかる資産又は負債は、確定給付債務の現在価値から年金資産の公正価値を控除したものと

して認識されております。

 

(3) 機能通貨及び表示通貨

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

を切り捨てて表示しております。

 

3. 重要な会計方針

要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸表において適

用した会計方針と同一です。 

なお、当第２四半期連結累計期間の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。 

 

4. 重要な会計上の見積り及び判断

要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の報告額

に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定の設定を行うことが義務付けられております。実際の業績は、これらの見積

りとは異なる場合があります。

見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直

した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。

本要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度に係る連結財務諸表

と同様であります。 
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5. セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

当社グループは、製品・サービスで区分した事業セグメントごとに国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事

業活動を展開しております。取締役会においては、各事業セグメントの財務情報をもとに、定期的に経営資源の

配分の決定及び業績の評価を行っております。当社グループは、「計測事業」及び「PQA事業」を報告セグメン

トとしております。

 

各報告セグメントの主な製品・サービスは以下のとおりです。

計測 デジタル通信・IPネットワーク用測定器、光通信用測定器、移動通信用測定器、

RF・マイクロ波・ミリ波帯汎用測定器、サービス・アシュアランス

PQA 自動重量選別機、自動電子計量機、異物検出機、総合品質管理・制御システム

 

(2) 報告セグメントの収益及び損益 

当社グループの報告セグメント情報は以下のとおりです。

なお、報告セグメント間の売上収益は、通常の市場価格に基づいております。
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前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日） 

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計 調整額
（注2）

要約四半期
連結純損益
及びその他
の包括利益
計算書計上
額

計測 PQA 計

外部顧客からの売上収益 28,469 9,235 37,705 3,490 41,195 － 41,195

セグメント間の売上収益 68 1 70 2,129 2,199 △2,199 －

計 28,537 9,237 37,775 5,619 43,395 △2,199 41,195

売上原価及びその他の

収益・費用
△28,068 △8,718 △36,786 △5,664 △42,451 2,126 △40,325

営業利益 469 518 988 △44 943 △73 869

金融収益 － － － － － － 278

金融費用 － － － － － － 1,092

税引前四半期利益 － － － － － － 56

法人所得税費用 － － － － － － 135

四半期損失（△） － － － － － － △78

（注1）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信、デバイス、物流、厚生

サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。

（注2）営業利益の調整額△73百万円には、セグメント間取引消去11百万円、各事業セグメントに配分していない全社費

用△85百万円が含まれております。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない基礎研究費用及び一般管理費

です。 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計 調整額
（注2）

要約四半期
連結純損益
及びその他
の包括利益
計算書計上
額

計測 PQA 計

外部顧客からの売上収益 26,379 10,708 37,088 3,602 40,690 － 40,690

セグメント間の売上収益 28 1 30 2,227 2,257 △2,257 －

計 26,407 10,710 37,118 5,829 42,948 △2,257 40,690

売上原価及びその他の

収益・費用
△26,959 △9,799 △36,758 △5,536 △42,295 2,178 △40,116

営業利益 △551 911 359 293 652 △79 573

金融収益 － － － － － － 152

金融費用 － － － － － － 247

税引前四半期利益 － － － － － － 478

法人所得税費用 － － － － － － 278

四半期利益 － － － － － － 199

（注1）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信、デバイス、物流、厚生

サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。

（注2）営業利益の調整額△79百万円には、セグメント間取引消去7百万円、各事業セグメントに配分していない全社費用

△86百万円が含まれております。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない基礎研究費用及び一般管理費で

す。 
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前第２四半期連結会計期間（自 2016年７月１日 至 2016年９月30日） 

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計 調整額
（注2）

要約四半期
連結純損益
及びその他
の包括利益
計算書計上
額

計測 PQA 計

外部顧客からの売上収益 13,836 5,129 18,966 1,945 20,911 － 20,911

セグメント間の売上収益 6 0 6 1,025 1,032 △1,032 －

計 13,842 5,130 18,973 2,971 21,944 △1,032 20,911

売上原価及びその他の

収益・費用
△14,106 △4,744 △18,851 △2,906 △21,758 988 △20,769

営業利益 △263 385 121 64 186 △44 141

金融収益 － － － － － － 143

金融費用 － － － － － － 236

税引前四半期利益 － － － － － － 48

法人所得税費用 － － － － － － 152

四半期損失（△） － － － － － － △104

（注1）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信、デバイス、物流、厚生

サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。

（注2）営業利益の調整額△44百万円には、セグメント間取引消去△2百万円、各事業セグメントに配分していない全社費

用△41百万円が含まれております。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない基礎研究費用及び一般管理費

です。 

 

当第２四半期連結会計期間（自 2017年７月１日 至 2017年９月30日） 

（単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注1）

合計 調整額
（注2）

要約四半期
連結純損益
及びその他
の包括利益
計算書計上
額

計測 PQA 計

外部顧客からの売上収益 13,329 6,030 19,359 1,906 21,265 － 21,265

セグメント間の売上収益 12 0 13 1,081 1,095 △1,095 －

計 13,341 6,030 19,372 2,988 22,360 △1,095 21,265

売上原価及びその他の

収益・費用
△13,338 △5,435 △18,774 △2,799 △21,574 1,044 △20,529

営業利益 2 595 598 188 786 △50 736

金融収益 － － － － － － 57

金融費用 － － － － － － 151

税引前四半期利益 － － － － － － 641

法人所得税費用 － － － － － － 231

四半期利益 － － － － － － 410

（注1）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメント等であり、情報通信、デバイス、物流、厚生

サービス、不動産賃貸、人事・経理事務処理業務、部品製造等を含んでおります。

（注2）営業利益の調整額△50百万円には、セグメント間取引消去△1百万円、各事業セグメントに配分していない全社費

用△48百万円が含まれております。全社費用は、主に事業セグメントに帰属しない基礎研究費用及び一般管理費

です。 
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6. 社債 

前第２四半期連結累計期間において、社債の発行及び償還はありません。

当第２四半期連結累計期間において、普通社債6,000百万円（利率0.81％、満期日2017年９月22日）を償還して

おります。

 

7. 配当

(1) 配当金支払額 

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日） 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり配当

額
基準日 効力発生日

2016年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,649百万円 12.00円 2016年３月31日 2016年６月29日

（注）2016年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が所有す

る当社の株式に対する配当金2百万円が含まれております。

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり配当

額
基準日 効力発生日

2017年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,031百万円 7.50円 2017年３月31日 2017年６月29日

（注）2017年６月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が所有す

る当社の株式に対する配当金1百万円が含まれております。

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの 

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日） 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり配当

額
基準日 効力発生日

2016年10月27日

取締役会
普通株式 1,031百万円 7.50円 2016年９月30日 2016年12月２日 

（注）2016年10月27日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が所有する当 

社の株式に対する配当金1百万円が含まれております。 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

決議 株式の種類 配当金の総額
1株当たり配当

額
基準日 効力発生日

2017年10月30日

取締役会
普通株式 1,031百万円 7.50円 2017年９月30日 2017年12月４日 

（注）2017年10月30日取締役会決議による配当金の総額には、役員向け株式交付信託に係る信託口が所有する当

社の株式に対する配当金0百万円が含まれております。 
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8. 1株当たり利益

  前第２四半期連結累計期間

（自2016年４月１日

至2016年９月30日）

当第２四半期連結累計期間

（自2017年４月１日

至2017年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（△は損失） △97百万円 193百万円 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

四半期利益調整額
－百万円 －百万円 

希薄化後四半期利益（△は損失） △97百万円 193百万円 

発行済普通株式の加重平均株式数 137,295,098株 137,325,919株 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式増加数
－株 －株 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式の加重平均株式数
137,295,098株 137,325,919株 

基本的1株当たり四半期利益（△は損失） △0.71円 1.41円 

希薄化後1株当たり四半期利益（△は損失） △0.71円 1.41円 

 

  前第２四半期連結会計期間

（自2016年７月１日

至2016年９月30日）

当第２四半期連結会計期間

（自2017年７月１日

至2017年９月30日）

親会社の所有者に帰属する四半期利益（△は損失） △103百万円 415百万円 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

四半期利益調整額
－百万円 －百万円 

希薄化後四半期利益（△は損失） △103百万円 415百万円 

発行済普通株式の加重平均株式数 137,308,907株 137,338,802株 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式増加数
－株 －株 

希薄化後1株当たり四半期利益の算定に用いられた

普通株式の加重平均株式数
137,308,907株 137,338,802株 

基本的1株当たり四半期利益（△は損失） △0.75円 3.03円 

希薄化後1株当たり四半期利益（△は損失） △0.75円 3.03円 
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9. 金融商品

(1) 金融資産と金融負債の相殺等 

要約四半期連結財政状態計算書において認識した金融資産は、前連結会計年度65,207百万円、当第２四半期連

結会計期間60,686百万円、金融負債は、前連結会計年度29,767百万円、当第２四半期連結会計期間24,530百万円

であり、金融資産と金融負債の相殺は行っておりません。 

 

(2) 公正価値 

① 公正価値及び帳簿価額 

金融資産・負債の公正価値及び要約四半期連結財政状態計算書における帳簿価額は以下のとおりです。 

（単位：百万円） 
 

 

前連結会計年度 
（2017年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（2017年９月30日） 

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 

公正価値で測定される資産        

FVTOCIの金融資産：        

その他の金融資産 2,481 2,481 2,881 2,881 

FVTPLの金融資産：        

その他の金融資産 14 14 1 1 

償却原価で測定される資産        

現金及び現金同等物 39,682 39,682 37,525 37,525 

営業債権及びその他の債権 21,891 21,891 19,102 19,102 

その他の金融資産 1,137 1,137 1,176 1,176 

公正価値で測定される負債        

FVTPLの金融負債：        

その他の金融負債 13 13 30 30 

償却原価で測定される負債        

営業債務及びその他の債務 7,525 7,525 8,270 8,270 

社債及び借入金 22,026 22,115 16,037 16,094 

その他の金融負債 201 203 191 193 

 

② 金融商品の公正価値算定方法 

（現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務） 

現金及び現金同等物、営業債権及びその他の債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短期間で

決済され、また非流動項目は実勢金利であるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっております。 

 

（その他の金融資産、その他の金融負債） 

３カ月超の定期預金については、短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となって

おります。 

投資有価証券についてはFVTOCIの金融資産として、上場株式は取引所の市場価格によっております。また、

非上場株式は、類似上場会社比較法（類似上場会社の市場株価に対する各種財務数値の倍率を算定し、必要な

調整を加える方法）により算定しております。 

デリバティブはFVTPLの金融資産又は金融負債として、取引先金融機関から提示された価格に基づいて算定し

ております。 

リース債務は、将来キャッシュ・フローを、新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引く

方法により算定しております。 

 

（社債及び借入金） 

社債は、市場価格又は取引金融機関等から提示された価格に基づき算定しております。 

借入金は、将来キャッシュ・フローを、新規に同様の契約を実行した場合に想定される利率で割り引く方法

により算定しております。 
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③ 要約四半期連結財務諸表に認識された公正価値測定 

以下は公正価値で計上される金融商品を評価方法ごとに分析したものです。それぞれのレベルは、以下のよ

うに定義付けられております。 

 

レベル1：同一の資産又は負債についての活発な市場における公表価格 

レベル2：資産又は負債について直接に又は間接に観察可能な、レベル1に含まれる公表価格以外のインプッ

ト 

レベル3：資産又は負債についての、観察可能な市場データに基づかないインプット 

 

公正価値により測定された金融商品 

 

前連結会計年度（2017年３月31日） 

（単位：百万円） 
 

  レベル1 レベル2 レベル3 合計 

FVTOCIの金融資産：        

その他の金融資産 1,286 － 1,195 2,481 

FVTPLの金融資産：        

その他の金融資産 － 14 － 14 

資産合計 1,286 14 1,195 2,496 

FVTPLの金融負債：        

その他の金融負債 － 13 － 13 

負債合計 － 13 － 13 

（注）前連結会計年度において、公正価値ヒエラルキーのレベル1とレベル2の間の重要な振替はあ

りません。 

 

当第２四半期連結会計期間（2017年９月30日） 

（単位：百万円） 
 

  レベル1 レベル2 レベル3 合計 

FVTOCIの金融資産：        

その他の金融資産 1,471 － 1,410 2,881 

FVTPLの金融資産：        

その他の金融資産 － 1 － 1 

資産合計 1,471 1 1,410 2,882 

FVTPLの金融負債：        

その他の金融負債 － 30 － 30 

負債合計 － 30 － 30 

（注）当第２四半期連結会計期間において、公正価値ヒエラルキーのレベル1とレベル2の間の重要

な振替はありません。 
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レベル3に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表 

 

前第２四半期連結累計期間（自 2016年４月１日 至 2016年９月30日） 

（単位：百万円） 
 

  FVTOCIの金融資産 

期首残高 1,198 

その他の包括利益 △4 

取得 －

処分 －

期末残高 1,193 

 

当第２四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年９月30日） 

（単位：百万円） 
 

  FVTOCIの金融資産 

期首残高 1,195 

その他の包括利益 214 

取得 －

処分 △0 

期末残高 1,410 

当社グループは、非上場株式の公正価値の測定にあたり、類似上場会社比較法を用いて計算して
おりますが、割引前将来キャッシュ・フロー、純資産に基づく評価モデルなど、別の技法を用いる
と公正価値の測定結果が異なる可能性があります。類似上場会社比較法による計算にあたっては、
継続的に複数の類似上場会社を比較対象とするとともに非流動性のディスカウントを考慮しており
ます。 

 

10. 偶発事象

偶発債務

当社グループは、当社グループの従業員の住宅ローン及び営業上の契約履行保証等について、金融機関に対して

次のとおり保証を行っております。

（単位：百万円）

 
前連結会計年度

(2017年３月31日)

当第２四半期連結会計期間

(2017年９月30日)

従業員に対する保証 129 117

契約履行保証等 429 352

合計 559 469

 

（従業員に対する保証） 

当該保証の最長期限は2032年です。当社グループは、当社グループの従業員が保証債務の対象となっている住宅

ローンの借入金を返済できない場合、当該債務を負担する必要があります。これらの保証債務は、従業員の住宅に

よって担保されております。

 

（契約履行保証等） 

当該保証の最長期限は2017年です。当社の子会社の営業上の契約履行義務等が保証債務の対象となっており、子

会社が営業上の契約履行義務等を履行できない場合、当該債務を負担する必要があります。

 

11. 後発事象

該当事項はありません。
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２【その他】

2017年10月30日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………1,031百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………7円50銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2017年12月４日

（注）2017年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2017年11月13日

アンリツ株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任 あずさ監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 文倉 辰永  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 永田  篤   印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているアンリツ株式会

社の2017年４月１日から2018年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2017年７月１日から2017年９月

30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2017年４月１日から2017年９月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結純損益及びその他の包括利益計算書、要約四半期連結持分変動

計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、アンリツ株式会社及び連結子会社の2017年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期

連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）1. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

2. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2017年11月13日

【会社名】 アンリツ株式会社

【英訳名】 ANRITSU CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 橋本 裕一

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役 窪田 顕文

【本店の所在の場所】 神奈川県厚木市恩名五丁目１番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長橋本裕一及び最高財務責任者窪田顕文は、当社の第92期第２四半期（自2017年７月１日 至

2017年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しまし

た。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。
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